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1. はじめに 

ヘルスプロモーションのためのオタワ憲章は,1986 年に

提唱された.憲章は,全ての人々の健康を促進するための基

本的な方針である[1].その後わが国では,ロコモティブシン

ドローム(運動器疾患)の予防の重要性が認知されており,運

動習慣の定着よって,個々人の行動変容が期待されている.

運動器の健康が保たれることは,介護を必要となる国民の割

合が減少すると考えられている[2]. しかし,運動習慣の割合

は ,過去 10 年間の統計調査報告では ,男性 32.16% 女性

27.22%であり[3],国民への定着率が高いとは言えない. 

このような身体不活動の割合は多くの国々で増加傾向に

ある.世界中の人々全体の健康や,循環器疾患・糖尿病・癌

などの非伝染病のリスクファクターとしても注意しなけれ

ばならないという報告があり[4],健康づくりのための不断

の努力は欠かせない. よって,国民の運動習慣の定着と身体

活動量の増加が健康促進の近道であり,ヘルスプロモーショ

ンに対する個人の意識向上と身体活動を促進するための支

援が必要である.ヘルスプロモーションには,個人レベルで

の支援が必要である.ヘルスプロモーションのガイドライン

では,個人的レベルにおいて,ヘルスプロモーションのモデ

ルとプログラムを確立するように推奨されており,それらは

個人の行動を説明し,個人の行動に影響を与えるものでなけ

ればならないとしている[5].しかし,ヘルスプロモーション

を個人レベルで総合的に評価・管理するシステムは少なく,

運動習慣の定着と身体活動量の増加に着目した個別の支援

システムが必要である[図 1]. 

図 1従来の健康管理システムとの比較本研究の成果 

 

1.1 本研究の成果 

本研究ではスマートフォンとクラウド技術を用いて、ヘ

ルスプロモーションを考慮した総合的な身体活動管理支援

システムを開発した。システムは運動習慣が少ないユーザ

への啓発から学習機能を有している.また,ユーザが実施し

た身体活動量との記録管理を,クラウド環境に対応させるこ

とで他者の身体活動量の記録比較・共有が可能になってい

る. 

2. 身体活動について 

身体活動とは,安静にしている状態より多くのエネルギー

を消費する全ての動きのことをいい,運動とそれ以外の生活

活動に区分できる.身体活動は定量化が可能であり,「身体

活動量(エクササイズ数)=身体活動の強度(METs)×時間(分)」

で算出できる.厚生労働省では強度が 3 METs 以上の身体活

動を 23 METs・時/週(23 エクササイズ) 実施することを推

奨しており、システム実装時のパラメータも準拠させた[6]. 

2.1身体活動における行動変容 

身体活動の効果的な促進方策を構築するためには,心理学

の学説を適用することが有効である[7].運動習慣がなく身

体活動において無関心期の人や,あるいは,すでに身体活動

を実施している人に対するアプローチとして,本研究では以

下の方法論を応用して,ユーザインターフェースを設計する

際の要求概念とした. 

2.1.1 身体活動の行動変容ステージ理論 

J.O.プロチャスカ[8][9]の理論をもとに,身体不活動による

運動器疾患等の将来的なリスクを認知させ,将来おける不安

を抱かせるとで,身体活動の無関心期から関心期への遷移を

期待させるようにする.本システムでは,身体活動を実施し

ていない無関心期の人を対象にした身体活動の気づき学習

機能を実装し,身体活動に対する啓発を試みることが可能で

ある. 

2.1.2 身体活動実践における自己調整理論 

原田[10]の理論をもとに,身体活動実践における自己調整

（身体活動の計画や目標設定，実施状況の記録や評価など

を自分で行うこと）を促すようにシステムが介入すること

で,身体活動の効果的な促進の実現を試みる.本システムで

は,身体活動に関する目標設定機能と記録管理機能を実装し,

身体活動実践の継続を試みている. 

3. システムについて 

本システムはプログラミング言語 Javaおよびサーブレッ

トで構築し,可搬性を考慮して Android スマートフォンで使

用できるように対応させた.スマートフォンをユーザデバイ

スとして用いることによって,個人への身近な環境下でのヘ

ルスプロモーションによる啓発の促進と身体活動実践が期

待できる.以下に,システムフローと各機能について述べる. 
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図 2システムフロー 

3.1身体活動の学習 

学習機能としては,運動のメリットと身体不活動による将

来的なリスクを認知させることで,身体活動に対する啓発を

行う. 

3.2身体活動量管理機能 

ユーザは、1週間先の身体活動量の目標が設定できる. 

身体活動量の導出演算は,先行研究[11]に依拠して,身体活動

の種目を選択し,時間を入力すると,自動的に身体活動量が

算出されるようにした.身体活動は,ウォーキング,家事・掃

除などの日常生活活動とランニング,球技,水泳などのスポ

ーツ活動から選択ができる.算出した身体活動量は,1 週間分

の身体活動量として,スマートフォン端末に記録され,目標

達成に必要な身体活動量の目標値の差分を算出表示する 

3.3クラウド環境を用いた身体活動量の共有機能 

共有機能では,ユーザの 1 週間分の身体活動量の総量をク

ラウドサーバーに送信することで,同年代の他者との身体活

動量の平均値比較ができる.ユーザは他者との身体活動量の

比較値を参照することで,今後の運動啓発の動機を獲得でき

るようになっている. 

図 3スマートフォン端末 ver.1の画面 

 

 

図 4共有するためのシステム環境  

4. 検証方法 

システムは大学内で公開配布して,質問票による調査を実

施した. 

4.1 検証結果 

学会登壇時に述べる. 

5. おわりに 

身体活動の学習機能とモチベーション維持のための記録

管理を実装したスマートフォンアプリは,身体活動を促進す

るうえで有用である.運動習慣がなく,身体活動に対して無

関心なユーザには,学習機能が,次回の身体活動に結びつけ

る効果があると考えられる. 
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